
第８回木津川市行財政改革推進委員会 

 会 議 次 第 
 
 

日時：平成２１年８月１２日（水） 
午後２時～  

場所：木津川市役所 ４－４会議室 
 
 
１．開  会 
 
２．あいさつ 
 
３．会議記録署名委員の指名 
 
４．議  事 
（１）審  議 

① 事業仕分けについて 

     

    ② その他 

 

（２）その他 

 
 
５．閉  会 
 
 
  

《会議資料》 

   資料１ 事業仕分け実施要領（案） 

資料２ 実施計画調査票兼事務事業評価調査票（コミュニティバス運行事業） 

  資料３ 実施計画調査票兼事務事業評価調査票（幼稚園バス運行事業） 

  資料４ 委員名簿 

参考資料 

        木津川市コミュニティバス・福祉バス時刻表 

     きづがわ公共交通だより vol12 
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事業説明 
（約５分） 

質疑・議論 
（約２０分） 

評価・指摘 
（約５分） 

まとめ 
（約１分） 

事業仕分け実施要領（案） 

 

 木津川市行財政改革推進委員会が実施しようとする事業仕分けは、木津川市が行っ

ている行政サービスなどについて、施策そのものの必要性や仕事の進め方を議論し、

現状における問題点や今後のあり方を考えていくためのものです。 

 指摘事項や結果については、今後の政策形成等への活用を図るため、市長に提言し

ます。 

 

１ 対象事業数   ４事業程度（委員会開催１回あたり） 

 

２ 作業参加者   ・行財政改革推進委員会委員 

（コーデイネーター【会長】・仕分け人【委員】）、 

・事業説明者 

 

３ 作業の流れ 

          市職員が、事業の要点や事業概要について説明する。 

          ● 事業の目的、事業内容（目標、期限等）、進捗、課題など 

 

          仕分け人から説明者（市職員）に対して、質問。その後、仕分

け人同士で議論。 

          ● 目的の是非、達成手段としての妥当性、事業の効果・効率

性、実施主体の適否など 

 

          仕分け人が、各自「事業仕分け・地域事業組成チェックシート」

に記入 

          ● 仕分け６区分から１つを選択。 

          ● 国や府の規制等によって現実的には実施主体の変更がで 

きない事業であってもそもそも論で結論を出す。 

          ● 「理由」の選択（複数可）、理由や改善点の詳細などコメ

ントを記入。 

          ● (2)民間 または (5)市実施（民間委託）を選択した場合は

地域事業組成についても記入。 

 

          「仕分け」の結果について挙手による多数決。 
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４ 仕分けの区分  事業そのものの要・不要や仕事のやり方を議論・評価すること

により、次の６区分に仕分けます。 

【仕分けの６区分と考え方】

(4)　改善要
（内容・規模）

(5)　改善要
（民間委託）

(6)　現行どおり

現在の事業

《必要か否か》

必要

《行政か民間か》

(3)　国・府
《国・府か地方か》

地方
（市）

《実施手法の改善等》

行政

(1)　不要

(2)　民間

この事業がなくなっ
ても問題ない。

税金を使って実施す
る事業でない。

国・府の統一基準・
水準で実施すべき。
市域を越える受益が
ある。

現行どおり市で実施
すべき。

事業実施方法や事
業効果などの観点
から、改善すべき。
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【事業仕分け（例）】 ～ ある中核市の事例 ～ 

 

◎事業説明（市職員） 

１．事 業 名：敬老祝金等支給事業 

２．事業期間：昭和３２年度から継続 

３．事業概要：多年にわたり社会を支えてきた高齢者の長寿を祝うとともに、敬愛の

意を表し、あわせて高齢者自らの心身の健康の向上に努める意欲の増進

に資することを目的とし、民生委員を通じて、敬老祝金（77 歳、80

歳、88 歳、90 歳、99 歳に対して 1 万円、100 歳以上に対して 3 万

円、最高齢者に対して 5 万円）を支給する。地域に対しては地域敬老事

業祝金を支給する。 

４．成果指標：敬老祝金支給者数 

       H19 実績 5,794 人、H20 実績 6,225 人、H21 見込 6,577 人 

５．コ ス ト 

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 総事業費 備考

60,382 64,879 69,584

60,382 64,879

60,382 64,879 69,584 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0.20 0.50 0.50

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

1,660 4,125 4,058 0 0

62,042 69,004 73,642 0 0

人件費

予算額（千円）

決算額（千円）

臨職等

一般財源

国庫・府補助

その他特定財源

地方債

正職員
従事職員数

事業費合計（千円）  

６．参  考 

  （他自治体での類似事業例） 

   中核市３１市のうち、 

６市：制度なし。２市：支給制度はないが祝品を支給。２３市：節目３～４段

階が一般的で、金額は１万円程度。 

 

７．改善・改革 

  高齢者人口の増加に伴い、経費は年々増加することが予想される。近隣市の状況

を参考に支給のあり方を検討する。 

 

◎質疑・議論（委員 ⇔ 市職員） 

 Ｑ：類似の支給事業はあるのか。老人クラブ等への助成など。⇒Ａ：ある。 

Ｑ：民生委員が渡すことになっているが、民生委員による見回り事業はあるのか。

⇒Ａ：ない。 
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Ｑ：目的である敬愛を成果にするとどのようなものがあるか。⇒Ａ：有難うという

言葉くらい。 

Ｑ：地域での敬老活動はあるか。⇒Ａ：9月に地域単位で事業をしている。費用は

地域祝金と地域への助成金で賄われているようだ。 

Ｑ：地域との関係が希薄に感じられる。どこまで声を吸い上げているのか。縦割り

の感じする。高齢者の生きがいといったことを考える必要がある。⇒Ａ：民生委

員協議会や老人会で声を聞いている。 

Ｑ：戸建が多いのか、団地が多いのか。住環境によってやり方を変えているのか。

⇒Ａ：住環境は地域により異なる。やり方は変えていない。 

Ｑ：将来予測を教えてほしい。⇒Ａ：1年毎に600万円程度増額になっていく。 

Ｑ：地域祝金の使途を教えてほしい。⇒Ａ：把握していない。 

Ｑ：他のサービスでも代替可能ではないか。個人祝金の使途は。⇒Ａ：生活費の一

部や孫へのプレゼント、家族で食事をする時の代金の一部に使用されていると思

う。 

Ｑ：健康増進と祝金支給を結びつけるのは短絡的である。⇒Ａ：喜びや励みになっ

ている。 

 

◎評価・指摘（委員） 

 仕分け６区分から選択 

 「市実施（改善）」 

・金銭支給に代わる例として「高齢者に対して小学生が手紙を書く」、「市長が 1 年

かけて高齢者宅を回る」といった手段もある。 

 「不要」 

 ・何故高齢者だけ優遇するのか。緊急経済対策と同じである。 

 

◎まとめ（委員） 

 「不要」と「市実施（改善）」との意見に分かれたが、多数決にて「市実施（改善）」

と決定。 

 



事業仕分け・地域事業組成チェックシート 資料　１－①

事業名
市事業費

（単位：千円）
内、一般財源 記入者

(2) 民間（NPO、地域団体 (a)　民間企業 ①　集客や業務を効果的、効率的に行えること

も含む） (b)　社会福祉法人、NPO法人 ②　環境、福祉、文化活動など利用者の視点にたった専門的
　　など 　　なノウハウが提供されること
(c)　地域団体（自治会、老人 ③　利用者である地域住民の視点でサービスができること
　　会、子供会など）
(d)　その他（　　　　　　　　　　）

(5) 市実施（民間委託） (a)　民間企業 ①　自治体業務を良く知っており、一体的に運営できること
(b)　社会福祉法人、NPO法人 ②　集客や業務を効果的、効率的に行えること
　　など
(c)　地域団体（自治会、老人 ③　環境、福祉、文化活動など利用者の視点にたった専門的
　　会、子供会など） 　　なノウハウが提供されること
(d)　その他（　　　　　　　　　　） ④　利用者である地域住民の視点でサービスができること

(5)

(6)

(1)

(2)

(3)

(4)

地域事業組成 助言詳細民営化、委託の相手 主体選定の条件

理由補足、助言詳細

事
業
仕
分
け

仕分け 理由（複数選択可）

不要（自治体としても
民間事業としても）

⑦　財源確保の努力をすべき

⑩　数値目標や終期設定が必要

民間（NPO、地域団
体も含む）

国・府

市実施（改善）
④　事業規模の縮小が必要（規模過大）

市実施　現行どおり
①　現行どおり進めることが望ましい

①　民間委託を実施すべき

④　その他
市実施（民間委託）

②　民間委託の対象を拡大すべき ③　民間の委託先を変更すべき

⑪　その他

⑨　補助額、あるいは補助率を引き上げるべき

③　効果がない、あるいは薄い

⑥　その他

⑧　補助額、あるいは補助率を引き下げるべき

⑤　事業規模の拡大が必要 ⑥　業務処理の効率化を図るべき

②　事業内容の抜本的な見直しが必要

③　民間の方が効果的・効率的

③　市で対応することが難しい

③　事業統合が必要

②　民間を圧迫または競合

②　国又は府が実施する方が効果的・効率的

⑤　段階的に廃止すべき

地
域
事
業
組
成

①　実施する妥当性がない

④　他の事業と重複している

①　行政の役割終了

④　その他

①　本来国又は府の業務

④　その他

②　目的の達成手段として不適当

①　利用者ニーズの再把握が必要（長期化等）



資料　１－②

　木津川市長　河井　規子　様

事業仕分け結果について

　平成　　年　　月　　日に当委員会が実施した事業仕分け結果を次のとおり報告しますので、今
後の政策形成の参考としてください。

●事業別仕分け結果

　※「事業費（決算額）」には、人件費が含まれていません。

NO. （単位：千円・人）

一般財源
(1)不要（自治体とし
ても民間事業として
も）

(2)民間（NPO、地域
団体も含む）

(3)国・府

(4)市実施（改善）

(5)市実施（民間委
託）

(6)市実施　現行ど
おり

助言の詳細

人数 仕分け理由、助言の詳細

木津川市行財政改革推進委員会　

平成　　年　　月　　日　

　　会長　　澤井　　勝　

事業名 事業概要
事業費

（決算額）
仕分け区分

※　仕分け区分　(2)、(5)の場合

地域事業組成 民営化、委託の相手

(2)民間（NPO、地域団体
も含む）

(a) 民間企業

(b) 社会福祉法人、NPO法人など

(c) 地域団体（自治会、老人会、子供会など）

(d) その他

(5)市実施（民間委託）

(a) 民間企業

(b) 社会福祉法人、NPO法人など

(c) 地域団体（自治会、老人会、子供会など）

(d) その他
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（1）Face【基本事項】
作成年月日

所管
評価責任者

章 施策の主要目標 施策 主な取り組み 記入者（係）

（氏名）
開始年度

（2）Plan【計画】

指標の説明
（単位等）

指標の説明
（単位等）

指標の説明
（単位等）

（3）Do【実施】
平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 総事業費 備考

当初予算額 当初予算額 当初予算額 見込額 見込額

決算額 決見込算額 空欄 空欄 空欄

自動計算 自動計算 自動計算 自動計算 自動計算 0

決算額 決見込算額 予算額 見込額 見込額

決算額 決見込算額 予算額 見込額 見込額

記入不要 記入不要 記入不要 記入不要 記入不要

0 0 0 0 0

自動計算 自動計算 自動計算 自動計算 自動計算

複数の補助がある場合、
適宜使用してください。

補助金の名称

国庫補助

府補助

その他特財の名称

②コスト指標の設定
　（単位あたりコスト）

総事業費/活動指標など

補助率(負担割合)

③成果指標の設定
　（アウトカム指標）

事務や事業を行なうことによる成果を表す
数値（事業の目的に対応）

決算額（千円）

臨職等

各
年
度
の
手
段

目的を達成するために、いつまでにどれだけの事業を実施しようとしているの
か、可能な限り具体的な数値を用いて記載。
全体事業の内、当該年度に実施する事業内容とその事業量を、可能な限り
具体的な数値で記載。

同上

同上平成23年度

目的（どのような状態
にしたいのか）

全体事業の概要
（どれだけ、いつまで）

基本計画での位置付け
主な取り組み
主な事業等

対象（何を、誰に）

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

平成21年度

平成22年度

目
的

事
業
の
概
要

年度
事業名
予算科目、事業コード

内
訳

記入日
課

所属長を想定
担当係

実施計画調査票　兼　事務事業評価調査票

特定財源の詳細（H20)

①活動指標の設定
　（アウトプット指標）

会計‐款‐項‐目‐事業コード

人件費

予算額（千円）

（
ど
の
年
度
に
ど
れ
だ
け

）

実施方法
(誰が、どのように)

記入者の氏名
事業の開始年度

可能な限り具体的な数値を用いて、事業の目的を記載。（詳細説明が必要な
場合、別紙を添付。）

可能な限り簡潔に記載。（詳細説明が必要な場合、別紙を添付。）

「主な取り組み」の名称
主な事業等（基本計画に記載がない場合、空欄）

平成21年度
予算事業名または基本計画掲載事業名

補助金の名称 補助率又は『定額』

事務や事業を行なうことによる活動結果
（参加者数、利用者数など）

名称

（委託先又は指定管理者：　　）

（補助先及び実施主体：　　）

（貸付先：　　）

備考

補助率又は『定額』

補助率又は『定額』

コ
ス
ト

その他特定財源

一般財源

国庫・府補助

その他特定財源

地方債

事業費合計（千円）

正職員
従事職員数

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

・21年度の内容を記入。
・一部でも委託業務がある場合は、「委託業務」をチェック。
・市の補助金が、交付先が交付する補助金の原資となってい
る場合は、「間接」をチェック。

備考欄は、補助額を記載。
定額補助の場合、算定単位と算定単価を記入。
（特に単位がない場合は、補助額可）

1人の職員が1年間のすべてを当該業務に従事した場
合を『１』として、他の業務との割合により按分。
「臨職等」は、嘱託職員及び臨時職員の人数を記載。
（年間1,870時間で1人とする。）

永続的な事
業は、総事
業費欄の記
載は不要。
その他の事
業は、事業
開始から完
了までに要
する経費を
記入。
総事業費を
記入した事
業は、右欄
へ事業期間
を記入。

「総合計画の位置付け

繰越し事業
繰り越した事業費につい
ては、翌年度の当初予
算へ算入しない。
対応する国庫補助等も
同様に処理。
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（4）Check【検証】
平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 最終目標 推移

活
　
動

1 2 3 2 4 7

コ
ス
ト

10 11 12 11 10 14

成
　
果

20 21 25 23 24 21

達成度 効率性 成果

目的・対象・
手段の妥当性

緊急性・
必要性

（5）Action【改善】

（6）Reference【参考】

事務や事業を行なうこと
による成果を表す数値
（事業の目的に対応）

今後の方向性

平成20年度の実施結果を簡潔に記載。

平成20年度
事業費内訳

細事業 事業量 事業費

実施結果
（前年実績、どうなったのか）

評
価
指
標

実
施
事
業
評
価

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない 継

続
性
評
価

事務や事業を行なうこと
による活動結果（参加者
数、利用者数など）

総事業費/活動指標など

参
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

改
善
・
改
革

方向性の理由

改革プラン

これまでに、事業の改善・拡充・縮小などを実施している場合、その時期と内
容を記載。

他団体での取り組み事例があれば、具体的に記載。

評価結果

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・
手段の妥当

性

緊急性・
必要性

各年度の活動指標を数値で記載。
推移欄にグラフが自動表示される。
継続事業の場合、最終目標は平成25年度の目標とする。（以下同じ）

各年度の事業費合計を活動指標で除した数値を記載。
推移欄にグラフが自動表示される。

事業を実施した結果として得られる成果を数値で記載。なお、基本計画の「まちづ
くりの成果指標」と直接関連する事業については、整合を図る。

いくつかの細事業が
含まれている場合、
内訳を記載。

実施事業の評価欄は、それぞれの視点から、
次の区分により該当する数値を記入。
１：当初の目標値を達成できなかった。
２：概ね当初の目標を達成できた。
３：当初の目標を上回った。

他の事業と比較して、その緊急
性・必要性を記入。

上位施策との整合性、行政サービ
スで提供する必要性、代替手段の
有無などから総合的に判断。

現状のまま継続するのか、改善・拡充・縮小するのか、方向
性を記載。

今後の方向性の理由を記載。
また、可能であればその効果を記載。

コストの削減、成果の向上のための取り組み内容を記載。



資料　２

（1）Face【基本事項】
作成年月日

所管
評価責任者

5 1 2 3 記入者（係）

（氏名）
開始年度

（2）Plan【計画】

指標の説明
（単位等）

指標の説明
（単位等）

指標の説明
（単位等）

（3）Do【実施】
平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 総事業費 備考

82,185 83,131 12,160 12,160 12,160

81,930 82,916

70,697 71,685 12,160 12,160 12,160 0

7,310 5,728 0 0 0

3,923 5,503

0.40 0.40 0.40 0.40 0.40

3,320 3,300 3,246 3,246 3,246

85,250 86,216 15,406 15,406 15,406

府補助

その他特定財源

その他特定財源

一般財源

国庫・府補助

その他特定財源

地方債

事業費合計（千円）

正職員
従事職員数

1,287

（委託先又は指定管理者：㈱奈良交通、㈱ウイング）

（補助先及び実施主体：　　）

（貸付先：　　）

1/2 3,855

2,831

備考補助率(負担割合)

JR線高速化等関連事業補助金 定額 1,873

国庫補助

府補助

平成21年度
コミュニティバス運行事業

平成23年度

対象（何を、誰に）

決算額（千円）

臨職等

実施計画調査票　兼　事務事業評価調査票

特定財源の詳細（H20)

①活動指標の設定
　（アウトプット指標）

1-2-1-6-109

人件費

予算額（千円）

（
ど
の
年
度
に
ど
れ
だ
け

）

実施方法
(誰が、どのように)

３　コミュニティバスの運行管理

定額

内
訳

地方の元気再生事業 10/10

都市再生機構開発寄付金

生活交通路線に係る補助金

名称

平成21年7月1日
学研企画課

尾﨑市長公室理事
企画政策係
西村　和将
平成14年度

市内在住者、通勤・通学者、訪問者

市内の交通空白地域や交通不便地域にコミュニティバスを運行し、生活路線として、また、高
齢者など交通弱者をはじめとする市民が気軽に安全に外出できるようにする。

コミュニティバス・福祉バスの再編・充実

コ
ス
ト

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

平成21年度

平成22年度

目
的

事
業
の
概
要

年度
事業名
予算科目、事業コード

目的（どのような状態
にしたいのか）

全体事業の概要
（どれだけ、いつまで）

基本計画での位置付け
主な取り組み
主な事業等

各
年
度
の
手
段

木津地域、加茂地域、山城地域で、木津駅をはじめとする鉄道駅を中心としたコミュニティバ
スを運行する。

木津地域の再編をはじめ、地域特性に応じたサービスレベルの見直し。また、併せて利用者
負担についても検討・見直しする。

国土交通省　地域公共交通活性化・再生総合事業による補助金を活用し、一般財源で対応
可能なサービスレベルを利用者観点も含めて見直していく。

国土交通省　地域公共交通活性化・再生総合事業による補助金を活用し、一般財源で対応
可能なサービスレベルを利用者観点も含めて見直していく。

③成果指標の設定
　（アウトカム指標）

運賃収入

単位：人

単位：円

コミュニティバスの年間利用者数

単位：円/人
②コスト指標の設定
　（単位あたりコスト）

事業費合計/コミュニティバスの年間利用者数

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付



資料　２

（4）Check【検証】
平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 最終目標 推移

活
　
動

374,000 379,000 10,600 10,800 11,000  

コ
ス
ト

228 227 1453 1427 1401  

成
　
果

35,774 36,042 1,730 1,760 1,800 　

達成度 効率性 成果

2 2 2

目的・対象・
手段の妥当性

緊急性・
必要性

2 2

（5）Action【改善】

（6）Reference【参考】

参
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

・平成20年11月～　　加茂地域、山城地域で社会実験開始
・平成21年4月～　　同地域で実証運行開始

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

 

実施結果
（前年実績、どうなったのか）

評
価
指
標

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

コミュニティバスの年間利
用者数

事業費合計/コミュニティ
バスの年間利用者数

 

   

   

約37.9万人の利用者があった。

地域特性を見極めながら、実態に応じたサービスレベルの検討を行なう。

加茂コミュニティバス 平日：各8便 9,461

当尾線 全日：17便 7,710

細事業 事業量 事業費

きのつバス 平日：20便、土・休日：16便 65,652

運賃収入

平成20年度
事業費内訳

改
善
・
改
革

方向性の理由

改革プラン

利用者数の少ない路線があるため、地域特性を見極めながらデマンド方式
の導入等を検討し、限られた経費で高い満足度を実現する必要があるた
め。

地域公共交通活性化協議会において、学識経験者・地域住民・運行事業者
の幅広い意見を踏まえ、全市的な運行形態を検討する。

今後の方向性

評価結果

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・
手段の妥当

性

緊急性・
必要性



　　　　コミバス運行経過等 資料　２－①　

業務委託先

平日 土曜日 日曜・祝日 その他

木津 きのつバス 3路線
・バス交通空白地帯の解消
・公共施設へのアクセス充実
・補助路線の巡回バスへの統合

４条 平成14年9月2日 20.0 16.0 16.0 0.0

平成15年6月30日：
　　梅美台五丁目から梅谷へ延伸
　　土・日・祝日運行開始
平成16年11月1日：
　　２路線から３路線に拡充
平成18年4月1日：
　　一部ルート変更（奈良街道・国道24号）

奈良交通（株）

再編前
（～Ｈ20．10）

加茂コミュニティバス 5路線

住民参加のワークショップを経
て、公共交通空白地区の解消を
目的に運行。
試行運転：H18/10/23～12/22

７８条第１項第２号
（旧第８０条）

平成19年2月19日 6.0 0.0 0.0 0.0
運行日：平日（月･水･金）
　　　　　通学便2路線（月～金）

（株）ウイング

再編後
（Ｈ20．11～）

奥畑線、銭司線、西線、
山田線、大畑線、南加
茂台線、観音寺線、通
学線

8路線
木津川市地域公共交通総合連
携協議会を経て、社会実験運行
開始

７８条第１項第２号
（旧第８０条）

平成20年11月1日 8.0 0.0 0.0 0.0
通学線は1日2便
※Ｈ20.11は一部路線で土・日・祝日運行

（株）ウイング

再編前
（～Ｈ20．10）

当尾線 1路線
西日本ＪＲバス近城線廃止に伴
う代替バス

２１条→４条みなし 平成14年10月1日 10.0 10.0 10.0 14.0
その他は季節便運行
運行日：４月１日～６月３０日および９月の第
２土曜日～１１月２３日

エヌシーバス
（奈良交通（株））

再編後
（Ｈ20．11～）

当尾線 2路線
木津川市地域公共交通総合連
携協議会を経て、社会実験運行
開始

４条 平成20年11月1日 17.0 17.0 17.0 0.0 ※Ｈ20.11は土・日・祝日に増便運行 奈良交通（株）

再編前
（～Ｈ20．10）

山城福祉バス 1路線
老人福祉センターへの送迎を主
な目的として無料運行

平成5年度 12.0 0.0 0.0 0.0
日･月運休
(祝祭日は運行)

（株）ウイング

山城線 1路線
木津川市地域公共交通総合連
携協議会を経て、社会実験運行
開始

２１条→４条みなし 平成20年11月1日 16.0 0.0 0.0 0.0 （株）ウイング

神童子線 1路線
木津川市地域公共交通総合連
携協議会を経て、社会実験運行
開始

２１条→４条みなし 平成20年11月1日 16.0 0.0 0.0 0.0 予約制 東洋タクシー（株）

※

運行の経過・目的 道路運送法　※ 運行開始日

４条　一般旅客自動車運送事業の許可（一般的な乗合バス事業）
２１条　一般貸切旅客自動車運送事業者及び一般乗用旅客自動車運送事業者による、一時的な乗合旅客の運送
７８条　自家用自動車による有償での旅客の運送

運行便数
路線数 備考 再編前：Ｈ20.10時点

再編後：Ｈ20.11時点

地域

加茂

山城

再編後
（Ｈ20．11～）

路線



資料２－②

木津川市コミュニティバス社会実験運行経費一覧

利用者数
（人）

運行便数
（本）

利用者数
（人）

運行便数
（本）

利用者数
（人）

運行便数
（本）

利用者数
（人）

運行便数
（本）

利用者数
（人）

運行便数
（本）

利用者数
（人）

運行便数
（本）

1便利用者数
（人）

運行経費（円）【H20.11～H21.3】 備考

梅谷高の原線 11,088 552 12,233 576 11,122 572 10,751 524 11,575 580 56,769 2,804 20.25 運行経費(a) 40,225,000 運行経費(a) 97,608,000
鹿背山高の原線 6,683 552 7,534 576 6,786 572 6,248 524 7,421 580 34,672 2,804 12.37 運賃収入(b) 13,214,000 運賃収入(b) 32,065,000
木津川台高の原線 10,066 552 11,210 576 11,363 572 9,919 524 11,355 580 53,913 2,804 19.23 差引(a)-(b) 27,011,000 差引(a)-(b) 65,543,000
小計 27,837 1,656 30,977 1,728 29,271 1,716 26,918 1,572 30,351 1,740 145,354 8,412 17.28 （特定財源） 　 （年間経費）
平日 1,873,000 平日 241
土・日・祝日 2,831,000 土・日・祝日 124

 

利用者数
（人）

運行便数
（本）

利用者数
（人）

運行便数
（本）

利用者数
（人）

運行便数
（本）

利用者数
（人）

運行便数
（本）

利用者数
（人）

運行便数
（本）

利用者数
（人）

運行便数
（本）

1便利用者数
（人）

運行経費（円）【H20.11～H21.3】 備考

奥畑線 199 240 179 152 157 152 163 152 189 168 887 864 1.03 運行経費(a) 5,244,513 ※1
西線 153 240 132 152 128 152 131 152 165 168 709 864 0.82 運賃収入(b) 728,800 通学線は1日2便で算出
銭司線 112 240 143 152 154 152 151 152 190 168 750 864 0.87 差引(a)-(b) 4,515,713
山田線 147 144 139 152 138 152 150 152 121 168 695 768 0.90 （特定財源）  
大畑線 66 144 71 152 65 152 65 152 105 168 372 768 0.48 1,287,199
南加茂台線 54 144 62 152 31 152 53 152 53 168 253 768 0.33  ※2
観音寺線 19 144 29 152 18 152 12 152 17 168 95 768 0.12
通学線※1 158 36 144 34 115 32 144 38 105 32 666 172 3.87
小計 908 1,332 899 1,098 806 1,096 869 1,102 945 1,208 4,427 5,836 0.76
平日
土・日・祝日※2

利用者数
（人）

運行便数
（本）

利用者数
（人）

運行便数
（本）

利用者数
（人）

運行便数
（本）

利用者数
（人）

運行便数
（本）

利用者数
（人）

運行便数
（本）

利用者数
（人）

運行便数
（本）

1便利用者数
（人）

備考

加茂 当尾線 3,300 702 1,124 527 1,183 527 834 476 1,782 527 8,223 2,759 2.98 運行経費(a) 9,824,000
運賃収入(b) 1,975,650
差引(a)-(b) 7,848,350

平日 （特定財源）
土・日・祝日 6,023,350

利用者数
（人）

運行便数
（本）

利用者数
（人）

運行便数
（本）

利用者数
（人）

運行便数
（本）

利用者数
（人）

運行便数
（本）

利用者数
（人）

運行便数
（本）

利用者数
（人）

運行便数
（本）

1便利用者数
（人）

備考

山城 山城線 580 288 542 304 540 304 635 304 660 336 2,957 1,536 1.93 運行経費(a) 3,148,800
運賃収入(b) 571,000
差引(a)-(b) 2,577,800

平日 （特定財源）
土・日・祝日 623,200

利用者数
（人）

運行便数
（本）

利用者数
（人）

運行便数
（本）

利用者数
（人）

運行便数
（本）

利用者数
（人）

運行便数
（本）

利用者数
（人）

運行便数
（本）

利用者数
（人）

運行便数
（本）

1便利用者数
（人）

備考

山城 神童子線 29 23 7 7 7 7 4 4 14 12 61 53 1.15 運行経費(a) 42,930
運賃収入(b) 7,800
差引(a)-(b) 35,130

平日 （特定財源）  
土・日・祝日 0 なし

　 　 　 　 　  
 

地方の元気再生事業

地方の元気再生事業

連携計画調査事業

3 8 44

運行経費（円）【H20.11～H21.3】

21
0

96

0 0
運行日
（日）

10 19 4
0 0 0 0

0 0 0 0

木津

加茂

地域 路線名
１１月 １２月 １月 ２月

運行日
（日）

地域 路線名
１１月

18

運行日　11月：18日、12月：17
日、1月：16日、2月：19日、3
月：16日で算出

奥畑線、西線、銭司線は11月
のみ土・日・祝日運行

運行経費（円）【H20.11～H21.3】

19
0

19
0

運行経費（円）【H20.11～H21.3】

１月 ２月 ３月

96

計

0 0

１１月 １２月 １月 ２月 ３月
地域 路線名

３月

20
11

19
12

19
9

19
0

路線名
１１月 １２月

20
11

１２月

１月 ２月 ３月

地域 路線名
１１月 １２月 １月 ２月 ３月

運行日
（日）

18
12

18
12

18

12

地域

運行日
（日）

運行日
（日）

19 19 21 97
12 9 10 54

19 19 19 21

※雨天時等臨時便含まず
（参考）運行経費 137,724円①、臨時便収入 29,336円②、①-②=108,388円
　　　　 利用者数　梅谷高の原線 146人、木津川台高の原線 175人、計 321人

21
10

97
54

ＪＲ線高速化等関連事業補助金
都市再生機構負担分

計

計

計

計

12



　コミバス収支 資料２－③

予算 運行経費 　 決算額 　
単純収支 運賃等収入 小計 一般財源 国庫補助 府補助 その他特定財地方債

① ③=①-② ②
きのつ H19 63,171,000 94,800,000 63,171,000 31,629,000 63,171,000 58,354,000 0 2,104,000 2,713,000 0

H20※ 97,608,000 65,543,000 32,065,000 65,543,000 60,839,000 0 1,873,000 2,831,000 0
雨天 137,724 108,388 29,336 108,388 108,388 0 0 0 0

計 65,652,000 97,745,724 65,651,388 32,094,336 65,651,388 60,947,388 0 1,873,000 2,831,000 0
　 　

当尾線 H19 9,276,000 12,251,000 9,277,000 2,974,000 9,276,000 4,908,000 0 4,368,000 0 0
H20※ 7,711,000 10,691,000 7,776,000 2,915,000 7,710,000 3,855,000 0 3,855,000 0 0

　 　
加茂 H19 7,843,000 7,622,896 6,412,096 1,210,800 6,412,096 6,412,096 0 0 0 0

H20※ 9,660,000 9,460,589 8,074,839 1,385,750 8,074,839 6,787,640 0 0 1,287,199
　　　 　 　

山城 H20 3,148,800 2,577,800 571,000 2,577,800 1,954,600 623,200 0 0 0
　 　 　

神童子 H20 42,930 35,130 7,800 35,130 35,130 0 0 0 0
　 　

その他 H19 1,895,000 1,859,330 0 0 1,859,330 1,021,330 0 838,000 0 0
H20※ 108,000 93,300 0 0 93,300 93,300 0 0 0 0

計 H19 82,185,000 116,533,226 78,860,096 35,813,800 80,718,426 70,695,426 0 7,310,000 2,713,000 0
H20 121,182,343 84,115,157 36,973,886 84,142,457 73,673,058 623,200 5,728,000 4,118,199 0

市 H19 82,185,000 116,533,226 78,860,096 35,813,800 80,718,426 70,695,426 0 7,310,000 2,713,000 0
H20※ 83,131,000 117,990,613 81,502,227 36,395,086 81,529,527 71,683,328 0 5,728,000 4,118,199 0

その他は、時刻表印刷代や出張旅費。



資料　３

（1）Face【基本事項】
作成年月日

所管
評価責任者

4 2 1 1 記入者（係）

（氏名）
開始年度

（2）Plan【計画】

指標の説明
（単位等）

指標の説明
（単位等）

指標の説明
（単位等）

（3）Do【実施】
平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 総事業費 備考

32,142 32,118 47,075 40,100 40,100

32,063 32,116

20,117 21,506 36,023 28,220 28,220 0

11,946 10,610 11,052 11,880 11,880

0.20 0.20 0.15 0.15 0.15

1,660 1,650 1,217 1,217 1,217

33,723 33,766 48,292 41,317 41,317

実施計画調査票　兼　事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度 　　平成　２１　年度 平成21年7月21日
事業名 　幼稚園バス運行事業 教育総務課
予算科目、事業コード 　１－９－４－１－２２２９ 柳澤教育総務課長
基本計画での位置付け 教育総務係
主な取り組み 　幼稚園児園児専用通園バスの運行 宮　嵜　康　広
主な事業等 平成 ６ 年度

事
業
の
概
要

目
的

対象（何を、誰に） 　木津川市立３幼稚園に在園する４歳児及び５歳児で利用を許可された園児

目的（どのような状態
にしたいのか）

　木津川市立幼稚園から遠隔地に在住する在園児の登降園時の安全確保を図る

全体事業の概要
（どれだけ、いつまで）

　バス４台を活用し、各乗降場所と３幼稚園間を運行する

各
年
度
の
手
段

（
ど
の
年
度
に
ど
れ
だ
け

）

平成21年度
　加茂地域、山城地域からの園児の受入れ及び４歳児の園区制を廃止したことにより、バス
の運行経路の大幅な見直しを行う

平成22年度
　５歳児の園区制を廃止したことにより、バス利用希望者の大幅な増員が見込まれることか
ら運行経路等の見直しを行う

平成23年度
　運行に利用しているバス４台の老朽化に伴い、新車への切替経費等による使用料の増額
または通園バス廃止も含めた検討、見直しが必要となる

実施方法
(誰が、どのように)

（　委託先又は指定管理者　：　㈱奈良交通　）

（補助先及び実施主体：　　）

（貸付先：　　）

①活動指標の設定
　（アウトプット指標）

　通園バスの年間利用園児数 　単位 ： 人

②コスト指標の設定
　（単位あたりコスト）

　事業費合計　／　通園バスの年間利用園児数 　単位 ： 円 ／ 人

③成果指標の設定
　（アウトカム指標）

　１便あたりの利用者数 　単位 ： 人 ／ 便

コ
ス
ト

予算額（千円）

決算額（千円）

一般財源

国庫・府補助

その他特定財源

地方債

従事職員数
正職員

臨職等

人件費

事業費合計（千円）

特定財源の詳細（H20) 名称 補助率(負担割合) 備考

内
訳

国庫補助

府補助

その他特定財源 　幼稚園通園バス使用料 定額 10,601

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付



資料　３

（4）Check【検証】
平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 最終目標 推移

活
　
動

329 327 307 330 330 330

コ
ス
ト

102,502 103,260 157,303 125,204 125,204 125,204

成
　
果

36.56 40.88 38.38 41.25 41.25 41.25

達成度 効率性 成果

2 2 2

目的・対象・
手段の妥当性

緊急性・
必要性

2 2

（5）Action【改善】

（6）Reference【参考】

平成20年度
事業費内訳

細事業 事業量 事業費

実施結果
（前年実績、どうなったのか）

　通園バス利用園児数３２７人

評
価
指
標

　通園バスの年間利用園児数

　事業費合計　／　通園バスの年間利用園児数

　１便あたりの利用者数

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

改
善
・
改
革

今後の方向性 　通園バス廃止も含めた運行経路、使用料の増額等の検討を行う

方向性の理由
　加茂地域、山城地域からの園児の受入れや園区制廃止に伴う運行経路
の拡大に伴い委託料が増額及び使用している車輌の老朽化に伴う新車へ
の切替等の経費が予想されるため

改革プラン
　通園バス利用園児の保護者にアンケートを実施し、その分析を行い今後
の運行について検討を行う

参
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

バス使用料　園児一人当たり月額３，０００円

評価結果

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・
手段の妥当

性

緊急性・
必要性



資　料　４

（敬称略） 平成21年7月1日現在

委員氏名 役職名等

澤 井
さ わ い

勝
まさる

 奈良女子大学名誉教授

新 川
にいかわ

達 郎
た つ ろ う

 同志社大学大学院総合政策科学研究科長

坂本
さかもと

達哉
た つ や

 ロート製薬㈱研究開発本部開発総務グループマネージャー

竹 田
た け だ

秀 人
ひ で と

 ㈱南都銀行公務部 部次長

山 岡
やまおか

ナ オ ミ  税理士

山 口
や ま ぐ ち

豊
とよ

博
ひろ

 特定社会保険労務士、経営士

天 野
あ ま の

照 雄
て る お

 公募委員

河 口
かわぐち

靖 子
や す こ

 公募委員

福 本
ふ く も と

桂 子
け い こ

 公募委員

木津川市行財政改革推進委員会委員名簿




